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むすびに代えて
はじめに
かつての機関委任事務の時代における都道府県は、各省庁のメッセンジャー
として国が立案した施策を市町村に周知し、「中間管理職」的に監督する機能
を担ってきた。しかし、これからの地域主権時代においては、都道府県自らが
地域に存在するさまざまな課題を発掘し、市町村と対等協力関係の下で、解決
策を考えていくことが求められる。国主導による市町村合併推進策をきっかけ
として、都道府県の空洞化を指摘し、その存在自体に疑問を呈する見方もある
中で、広域的自治体である都道府県と基礎的自治体である市町村の関係、さら
には現行の二層制自体を維持する必要性について改めて検証し、都道府県は、
自らの果たすべき機能と存在意義をより明確にすることが否応なしに求められ
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ているのである。
そこで本稿では、都道府県及び市町村の二層制の憲法的意義を踏まえて、都
道府県制の現状と課題を探り、これからの都道府県のあり方について再考して
みたい。また、地域主権時代にあって、真に地域住民の公共の福祉を増進する
政策立案を進めるためには、首長の補助機関である職員の能力開発と人材育成
システムの改革が不可欠であることから、この点についての提言も試みること
としたい。
なお、民主党政権下の2010年月22日に地域主権戦略大綱が閣議決定され、
「地域主権」が地方分権に代わる用語として、公式に用いられることとなった
が、その後の関係法案の審議における与野党協議の結果、法律用語化はなされ
なかった（2011年に成立した、自治事務における国の法令による義務付け・枠
付けを見なおすための一括法については、「地域主権改革」に代え、「地域の自
主性及び自立性を高めるための改革」と表現されている）。当該用語について
は、法律上の概念としての正確性を欠くことは否定できないものの、「地域の
ことは、地域の住民が決める」という住民自治の観点を強調したものであり、
「住民（協働主体）と自治体（協治主体）とを総合する言葉
(１)
」と理解すれば、
たとえそれが政治用語にすぎないとしても、地方自治の究極的な理念を説明す
る概念として有用と思われる。したがって本稿では、適宜、当該用語を使用す
ることとしたい。
第章 都道府県制の現状と課題
．都道府県制の歴史的経緯
戦前の地方自治制度は、1888年制定の市制町村制及び1890年制定の府県制に
始まる（北海道については、1901年の北海道会法・北海道地方費法により自治
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() 兼子仁『変革期の地方自治法』（岩波書店、2012年）頁。同「新地方自治法におけ
る解釈問題」『ジュリスト』1181号（2000年）40頁以下は、「地域」自治原理が自治体の
自主・自立性の保障を裏づけるとする。
団体の性格が付与され、東京については、1943年に東京府及び東京市の区域を
廃して東京都が設置された。）。これらの法制の下、府県は国の地方行政区画と
しての性質も有していた。官選知事は市町村の一般的監督権のほか、義務的経
費の予算強制権や代執行権、市町村吏員に対する懲戒処分権も有しており、市
町村は、内務大臣及び府県知事の後見的な監督下に置かれていた。また、市町
村には機関委任事務の制度も存在しており（市制93条、町村制77条）、戸籍・
徴兵、国政選挙、道路管理、教育など種々の事務が府県知事の監督の下に市町
村において処理されていた。なお、1927年の田中義一内閣の時、数府県を包容
する行政区域としての州を設置するとともに、府県に知事公選制を導入する
「州庁設置に関する件」が提案され、1930年代から40年代にかけては、戦時即
応体制構築に向けた内閣総理大臣の権限強化を目的として、府県廃止と道州制
導入
(２)
が検討されたことがある。これらの経緯は、道州制論が必ずしも地方自治
の思想と論理的に結び付くものではないことを示している。
戦後、1947年制定の地方自治法によって都道府県知事は公選とされ、都道府
県の市町村に対する後見的監督制度はすべて廃止された。しかし、戦前に処理
していた国政事務の処理を継続する必要があったことなどから、機関委任事務
の制度は都道府県にも適用されることとなり（旧地方自治法（以下、「旧自治
法」と表記）148条）、自治体としては対等関係でありながら、機関委任事務の
処理に関しては都道府県知事は国の機関として市町村長に対する包括的な指揮
監督権を有し（旧自治法150条）、処分の取消・停止権（同法151条）や職務執
行命令訴訟の提起（同法151条の）も可能とされるなど、依然として上下関
係が維持された。このように地方公共団体に自治体としての役割と国の下部機
関としての役割の双方を担わせることにより、事務処理に関する決定権限が幅
広く国の各省庁に留保される「集権融合型の地方自治
(３)
」が続くこととなる。
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() 天川晃「戦後府県制度の位相」『季刊自治体学研究』40号（1989年）28頁
() 西尾勝『未完の分権改革─霞が関官僚と格闘した1300日』（岩波書店、1999年）105頁
その後、「昭和の大合併」を経た1956年の地方自治法改正により政令指定都
市の制度ができるとともに、都道府県と市町村の役割分担が明確化された。市
町村は、「基礎的な地方公共団体」、都道府県は市町村を包括する「広域の地方
公共団体」として、広域事務、統一事務、連絡調整事務及び補完事務を処理す
る（旧自治法条項）こととされ、「市町村優先の原則」が明記されること
となったのである。しかし、機関委任事務の割合が市町村の場合、割〜
割、都道府県については	割近くを占めていたこともあり、無意識のうちに都
道府県は市町村の上級機関という社会観念が職員の間にも、また議員や住民の
間にも定着していたといえる。
このように、都道府県の機能と性格を決定付けてきたものは、機関委任事務
とこれに付随する国庫補助金の存在であった。都道府県は、機関委任事務制度
で国政事務を処理しつつ、完全自治体として市町村と異なる独自の性格の存在
理由が問われるというジレンマ
(４)
を抱えていたのである。戦後、ナショナルミニ
マムを全国津々浦々にまで保障するには「国の責任」を大義名分として、機関
委任事務制度を通じた事務処理方式を活用することも有効であった
(５)
ことを否定
することはできない。しかし、機関委任事務については条例制定権も地方議会
の議決権も及ばず、国からの通達による画一的事務処理が強制されたため、地
域特性に応じた事務処理は困難であった。都道府県は、広域自治体であるより
も、むしろ「省庁別縦割り行政のエージェントとしての役割」に自足
(６)
してきた
といえるのである。
一方、高度経済成長期には、政府の第次地方制度調査会による全国〜	
ブロックごとの「地方」設置案の答申（1957年）や関西経済連合会、日本商工
会議所など、経済界による「道州制」の提唱など、経済効率や規制緩和の観点
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() 天川・前掲注（）30頁
() 今村都南雄「問われる都道府県の役割」『都市問題』92巻号（2001年）頁は、戦
後の機関委任事務について、戦前からの「古い制度が新しい機能を担った」とする。
() 今村・前掲注（）頁
からの府県の広域再編の議論も見られたところであるが、中央集権的な府県再
編論への批判も強く、実現には至らなかった。
．分権改革後の都道府県と市町村
2000年月に「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法
律」（地方分権一括法）が施行されて機関委任事務制度は廃止され、地方公共
団体の処理する事務は、自治事務と法定受託事務に再編された。このことに伴
い、100年余りにわたって続いてきた都道府県と市町村の上下関係は消滅し、
国から地方公共団体及び都道府県から市町村に対する関与の見直しが行われ
た。関与の基本類型の設定（地方自治法（以下、「自治法」と表記）245条）、
関与の法定主義（自治法245条の）、関与の基本原則（自治法245条の）、是
正の要求（自治法245条の）、是正の勧告（自治法245条の）、是正の指示
（自治法245条の）といった関与の根拠規定などが設けられ、国の関与のル
ール化と透明化が図られた。また、都道府県が条例により市町村に事務移譲で
きる制度（条例による事務処理の特例制度）（自治法252条の17の）も創設さ
れ、都道府県から市町村への権限移譲が進められることとなった。これが第
次分権改革であり、機関委任事務廃止と国の関与の縮減により、国と地方の関
係を対等・協力の関係に転換することを目的とするものであった。その後、
2006年に地方分権改革推進法（2007年月日から年間の時限立法）が制定
され、地方分権改革推進委員会による計次の勧告を経て、国の法令による義
務付け・枠付けの見直しと国の地方支分部局の廃止を主体とした、第次分権
改革が継続中である。また、第次分権改革後、分権の「受け皿」としての市
町村合併（平成の市町村合併）が推進され、3,200余りあった市町村が1,719
（2012年月日現在）に激減したことは、中核市（自治法252条の22）や特
例市（自治法252条の26の）の増加ともあいまって、都道府県のあり方の議
論に大きな影響を与えている。
とりわけ、最近の分権をめぐる論議は、道州制やいわゆる「大阪都」構想な
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ど、地方公共団体の広域的再編に重きを置いたものが中心となっている。しか
しながら、現行の都道府県制が果たしてきた役割の具体的検証と地方自治の憲
法的保障についての考察を欠いたまま、「改革」の名の下に制度枠組みの変更
に突き進むことは、住民自治、団体自治の両面において禍根を残すことが懸念
されるのである。
第章 都道府県・市町村二層性の意義
．分権型社会における二層制の意義
⑴ 憲法による二層制の保障
憲法には「地方公共団体」についての定義規定がなく、市町村と都道府県の
二層制を憲法が保障しているかどうかということについて、これを積極に解す
る A説（二層制要請説）と消極に解する B説（二層制立法政策説）及び中間
説の C説の立場がある
(７)
。
A説は、戦後、日本国憲法の制定以前に知事公選制が実施され、地方自治
法によって都道府県が市町村とともに普通地方公共団体とされて、完全自治体
たる実体を与えられたことを重視し、憲法は、市町村とともにこのような都道
府県の存在を当然に前提として、その存在と自治を保障したものと解されるこ
とから、法律によって地方公共団体としての都道府県を廃止したり、長の公選
制を廃止したりすることは憲法に違反する、とする
(８)
。
これに対し、B説は、二段階制を設けるかどうかは立法政策の問題であると
山梨学院ロー・ジャーナル
126
() 廣澤民生「「地方公共団体」の意義」『ジュリスト増刊 新・法律学の争点シリーズ
憲法の争点』（2008年）311頁
(	) 佐藤功『ポケット註釈全書憲法（下）〔新版〕』（有斐閣、1984年）1203〜1204頁、田
中二郎「地方制度改革の諸問題（）」『ジュリスト』25号（1953年）13〜14頁。田中
は、憲法の地方自治に関する規定は、官選知事の支配した府県行政を分権的民主的に転
換することに最大の狙いがあり、憲法の明文に府県自治の保障を具体的に明示していな
いことを理由として府県の自治体としての性格を奪うことは憲法の根本精神の否定であ
ると指摘する。
するものである。この説によると、「地方自治の本旨」とは、全国の区域が原
則として地方公共団体の区域に区分され、その各地域における公共事務が、多
かれ少なかれ国から独立に、その地方公共団体の事務として、その住民の参与
によって処理される体制の存することをいうと解されるから、たとえば府県か
ら地方公共団体たる性格を奪い、市町村だけを地方公共団体とすることにして
も、立法政策上の当否は別としてもただちに「地方自治の本旨」に反するとし
て憲法違反になるとはいえない
(９)
、とする。
さらに、C説は、二段階制の保障じたいは憲法上の要請であるが、市町村以
外の上級の地方公共団体として現行の都道府県制を維持するか、地方行政の広
域化に対応した地方公共団体を設けるかは、地方自治の本旨を損なわない限
り、立法政策の問題であり、都道府県を統廃合して道州制を設けることとして
も、そこに地方公共団体の諸機能が維持されているならば、違憲とはならない
とするものである
(10)
。
以上の諸説については、実質的に大きな違いがあるわけではない。たとえ、
地方公共団体の広域的再編が行われたとしても「地方自治の本旨」（その地域
の統治は、その地域の住民の責任によって行われなければならないとする住民
自治と、国から独立した法人格を持つ団体が、その地域における公共の事務を
自らの意思と責任で処理するという団体自治）が維持されなければならないと
いう点では一致しているからである。したがって、ここで重要な視点は、地方
自治の本旨に、より適合的な層構造のあり方
(11)
の考察である。この点、市町村は
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() 宮澤俊義『法律学体系 日本国憲法』（日本評論社、1955年）762〜763頁、清宮四郎
『憲法Ⅰ〔第版〕』（有斐閣、1979年）84頁〔註〕
(10) 伊藤正己『憲法〔第版〕』（弘文堂、1995年）604頁、塩野宏『国と地方公共団体』
（有斐閣、1990年）286頁
(11) 渋谷秀樹「都道府県と市町村の関係─二層制の憲法原理的考察─」『公法研究』62号
（2000年）221頁。渋谷は、事務内容の特性という実体的見地と住民参加という手段
的・手続的な見地から、複数主体の存在が相互の権力の牽制につながり、権力分立主義
の意図に資することを指摘する。
規模が小さすぎて国と十分に対抗しえない危惧が残るため、都道府県を間に挿
入し、両者が相互に補完しつつ住民自治と団体自治の完全を期しているとの理
解を前提に、現行の二層制に修正を加えるには、地方自治の本旨からの厳格な
吟味が必要とする見解
(12)
がある。このように考えると、後述のように、道州制の
導入については、それを推進する側に十分な憲法学的考察と説明責任が求めら
れることになる。
一方、最高裁判所は憲法上の地方公共団体の意義に関し、「単に法律で地方
公共団体として取り扱われているということだけでは足らず、事実上住民が経
済的文化的に密接な共同生活を営み、共同体意識をもっているという社会的基
盤が存在し、沿革的にみても、また現実の行政の上においても、相当程度の自
主立法権、自主行政権、自主財政権等地方自治の基本的権能を附与された地域
団体であることを必要」とすると判示し、特別区は憲法上の地方公共団体に当
たらないと解している（最大判昭和38.3.27刑集17巻号121頁）。当該判決は、
特別区の長の公選制を廃止した1952年の地方自治法改正をめぐるものである
が、1974年の地方自治法改正により区長公選制が復活するとともに、1998年の
同法改正で特別区は「基礎的な地方公共団体」（自治法281条の第項）とし
て市に準ずる位置づけを与えられている。このような経過をたどって現在の特
別区は、「共同体意識の面でも機能の面でも、もはや憲法上の地方公共団体に
なった
(13)
」と評されることがある。しかし、消防や上下水道等の行政は都によっ
て行われ、都税として徴収された固定資産税、住民税などが特別区財政調整交
付金（自治法282条①）として交付されるなど市町村に比して、依然として基
礎的自治体としての実質が希薄であることは否めない。
なお、地方自治法上、特別区は東京都に限定されていないことから、たとえ
ば大阪府の区域に特別区を設置する立法措置は可能であるものの、既存の市に
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(12) 高橋和之『立憲主義と日本国憲法 第版』（有斐閣、2010年）350頁
(13) 宍戸常寿『憲法 解釈論の応用と展開』（日本評論社、2011年）260頁
代えて新設される特別区については、社会的基盤としての住民の共同体意識
(14)
と
上記の諸権能を備えた実態が不可欠である。とりわけ、1943年に東京府が東京
市を吸収する形で都制が導入されたのは、戦時体制の計画的、機能的遂行とい
う時代背景があることにも留意しなければならない。戦後の特別区の歴史は、
いくたびかの法改正を経て「市なみ」の完全自治体となるための歩みといって
も過言ではない。これに対し、既に憲法上の地方公共団体であることが明らか
な大阪市及び堺市を廃止し、二重行政解消という効率性重視の観点から「大阪
都」への広域再編を行うことが地方自治の本旨に則った正当性を獲得しうるの
か、合理的な検証が必要である
(15)
。なお、現在の東京の経済的優位性は、首都機
能の存在と大規模商業資本の集積によるものであり、「都」という地方公共団
体の種類とは無関係である。仮に現在の特別区が、「東京府東京市」として存
在していたとしても、東京一極集中という現状に大きな違いはないであろう。
⑵ 道州制と二層制
道州制については、2006年月、政府の第28次地方制度調査会が、「道州制
の導入が適当」との答申を行い、47都道府県を廃止し、、11、13のいずれか
の道州に再編する案が示された。これをきっかけに、内閣官房に「道州制ビジ
ョン」の策定について検討するための「道州制ビジョン懇談会」が設置され、
2008年月に道州制の理念・目的、導入目標時期などを示した中間報告が取り
まとめられた。また当時の政権党の自民党も2009年の総選挙において、道州制
基本法制定後の道州制の導入をマニフェストに明記して戦った。しかし、同年
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(14) 井上典之「地方自治─分権推進のためのその意義」『法学セミナー』688号（2012年）
25頁
(15) 「大阪都構想」に対する批判的な立場からの分析として、さしあたり、真山達志「大
都市のあり方をめぐる議論 大阪都構想の意味するもの」『月刊自治研』618号（2011
年）35頁以下、村上弘「「大阪都」の基礎研究─橋下知事による大阪市の廃止構想─」
『立命館法学』331号（2010年）241頁以下。これに対し、松本英昭「私の¶大阪都制·
論」『自治研究』88巻号（2012年）頁以下は、二重行政の是正と迅速な意思決定を
重視する立場から、大阪府域における府市一元化構想に賛意を示す。
の民主党への政権交代をはさみ、同懇談会は、最終報告を提出することなく
2010（平成22）年月に廃止された。この間、道州制への移行を要望するよう
な国民的議論の盛り上がりは生じてはいない。
平成の市町村合併に伴う大規模な市の増加に伴い、都道府県が市町村に対し
て持っていた相対的優位性が失われ、実質的な対等化が進むとともに、将来的
には、都道府県自体の再編や道州制の導入が現実味を帯びてくることになる
(16)
と
の予測があった。また、現在も一部の知事や市長を中心に、地域主権改革のた
めの道州制の導入の主張も見受けられるところである
(17)
。しかしながら、道州制
についてはこれまでも指摘されているように、必ずしも地方自治の本旨と調和
的とはいえず
(18)
、以下のような問題点を内包している。したがって、国民的コン
センサスの醸成を前提とした慎重な議論が行われなければならないことはいう
までもない。
第一に、平成の市町村合併の結果、役場のなくなった旧町村地域が急速にさ
びれつつある現状をみると、道州制となった場合、東京一極集中の是正と地域
経済の活性化どころか、州都（首都圏以外では、札幌、仙台、名古屋、大阪、
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(16) 横道清孝「都道府県と市町村の新しい関係 合併後の層体制」『都市問題』96巻
号（2005年）54頁
(17) 2012年月20日、石井正弘岡山県知事、村井嘉浩宮城県知事、橋下徹大阪市長、阿部
孝夫川崎市長の人が発起人となり、政党や経済界と連携して道州制を推進することを
目的とした「地域主権型道州制の導入を目指す道州制推進知事・指定都市市長連合」
（知事15指定市長）の設立総会が開催されている。
(18) 稲葉馨「道州制の考え方─地方自治法学の立場から─」日本地方自治学会編『道州制
と地方自治〈地方自治叢書18〉』（敬文堂、2005年）98頁。
西川一誠「幻想としての道州制」『中央公論』2008年月号は、道州制論は、地方の
実態と歴史的経緯を踏まえたものではなく、「道州制を導入すれば政府の効率が上がり、
経済が活性化し、地方分権も進むというのは、自らが生み出した幻想」と批判する。
この点、清宮・前掲注（）83頁は、「地方公共団体に対する国家の監督がきわめて
厳重で、国の官吏が地方公共団体の政治について強大な発言権をもつものは、地方自治
の本旨に反する」と指摘していた。
広島、高松、福岡の各都市が想定される）及びその周辺地域への一極集中が進
み、それ以外の旧県域は、県都機能の喪失に伴う産業や若年人口の流出によ
り、地域活力が減退するおそれが少なくない。
なお、仮に全国を10前後の道州に区分した場合、広範かつ強大な権限を持つ
広域団体としての道州と現行の市町村では、組織的、財政的な格差が著しいこ
とから、これを解消するためには更なる市町村合併に向かわざるを得なくなる
ことは疑いない。
第二に、道州の処理する事務の種類が多くなるほど、結果的に国の関心事項
も入り込むこととなり、機関委任事務同様に中央政府の指揮監督権が強化さ
れ、道州が国の地方行政機関と同様の機能を担わせられる可能性が高い。内政
に関することは基本的には道州と市町村に任せ、真の意味での分権型社会を構
築することが道州制導入のそもそもの狙い
(19)
とされているが、逆に道州は地方公
共団体としての実質を喪失してしまうおそれさえある。
第三に、州の区域は住民が共同体意識を持つには過大であり、直接請求やパ
ブリックインボルブメントなど住民参政のシステムが機能しづらいため、多く
の住民が地方政治に無関心となってしまうおそれがある。とりわけ、サイレン
トマジョリティーの意思が現在の都道府県政以上に反映されなくなり、強大な
権限を手にした首長と一部の支持者らによって地方行政が運営されることとな
れば、住民自治の形骸化を招来することとなる。
第四に、たとえ現在の交通網の状況を踏まえても、旧府県単位に中間的な州
の出先機関を設置しなければ、事務の執行は物理的にも困難であり、結局は屋
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(19) 田村秀「道州制議論の行方─都道府県制度はどうなるのか─」『都市問題研究』62巻
号（2010年）42頁
なお、大森彌「都道府県制流動化の気配」『地方自治職員研修』634号（2012年）14頁
は、「グローバル化時代において内政から手を引き国民生活のニーズに対応しないよう
な中央政府が国際舞台で信用され外交能力を発揮するはずはないのではないか」と疑問
を呈する。
上屋を架することとなって行政機構の複雑化を招くこととなる。たとえば、四
国地方を例にとると、香川県高松市と愛媛県松山市の両県都は、時間に本
しかない JR特急で約時間半と、新幹線のぞみ号利用による東京、新大阪間
の所要時間とほぼ同じ移動時間を要し、通勤・通学などを中心とした生活圏が
都県にまたがる首都圏とは全く実態が異なっている。
このように考えると、とりわけ府県が再編されて形成される州については、
「自治体としての社会的基礎をもった合理的な単位
(20)
」といえるかどうか疑問な
しとしない。経済団体や一部の首長などの思惑に押される形で道州制導入を推
進することは、立法政策的な当否はもちろん、その実質において団体自治、住
民自治双方の面から「地方自治の本旨」に反するものとなることが懸念され
る
(21)
。また、共同体意識の面からは、たとえば各種スポーツの全国大会が都道府
県対抗で行われ、報道機関などの支局も都道府県単位に置かれていることなど
を例にとっても、現在の47都道府県は、国民意識に完全に定着しているといえ
る。平成の市町村合併を経て、半ば意図的に都道府県の「空洞化」を進め、道
州制への移行を余儀なくさせることは、住民自治の弱体化
(22)
と「霞が関機能の全
国移転」をもたらすだけであり、新たな中央集権システムの導入につながるお
それすらある。さらに、多くの府県職員が、「どうせ道州制になればうちの県
はなくなるのだから……」といった潜在意識をもつようになれば、モラールの
低下につながりかねないことも危惧される。
そもそも、府県域を越える広域行政に関しては、その区域をいくら拡大して
も県際問題は常に残るのであり
(23)
、むしろ現行の都道府県制の存続を前提に、広
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(20) 田中・前掲注（	）14頁
(21) 渡名喜庸安「現代道州制論─道州制導入の論理と法的課題」渡名喜庸安・行方久生・
晴山一穂編著『「地域主権」と国家・自治体の再編─現代道州制論批判』（日本評論社、
2010年）105頁以下は、道州制導入が団体自治の拡充ではなく、国と道州を上下関係に
置き直す中央直結型支配体制の確立を目指す改革であると指摘する。
(22) 山下健次、小林武『自治体法学全集 自治体憲法』（学陽書房、1991年）〔山下健次
執筆〕140頁は、市町村合併の推進について、住民自治の点から懸念を示す。
域連携等により相互に調整を図る法技術的手法を検討することが先決である。
そして何よりも、道州制導入の検討に先立ち、現在の中央省庁の組織権限と
税財源のあり方についての個別具体的な検証を進めることが不可欠である。そ
れを欠いたまま、分権の受け皿としての都道府県の規模拡大論
(24)
によって、「ま
ずは道州制ありき」の議論を先行させれば、あたかも道州制導入が国の権限移
譲や税財源移譲の「停止条件」であって、現在の都道府県や市町村には今以上
の分権を行わないという先送りの口実にもなりかねない。したがって、現在の
国の地方支分部局の権限をさらに都道府県へ移譲するとともに、それが単独の
都道府県では実施困難であれば、広域連合（1993年の地方自治法改正により制
度創設）による対応がどこまで可能なのかを個別具体的に検討すべきである。
とりわけ、都道府県の加入する広域連合については、もともと国の行政機関の
権限の受け皿となることが想定されており（自治法291条の第項）、政策目
的に応じた広域政策連合や地域人材バンクなどを関係都道府県と市町村が連携
して設立を図ることが考えられる。たとえば、河川管理に関しては都道府県及
び関係流域内の市町村で構成する広域連合（「流域連合」と仮称）を組織化し、
流域管理条例の制定などにより、流域特性に適合した水管理政策を実施すべき
である。
広域連合をめぐる動きとしては、既に、2010年12月日、関西府県（滋
賀、京都、大阪、兵庫、和歌山、鳥取、徳島）による関西広域連合が設置さ
れ、将来的には国の出先機関の権限移譲により、港湾、国道、河川の一体的な
管理等を実施することも想定されている。また、政府は2010年、自治体の準備
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(23) 塩野・前掲注（10）288頁。また、政策協議を目的とした都道府県間の広域連携組織
の概要については、礒崎初仁「都道府県の広域連携─「政策連合」の可能性─」『都市
問題研究』61巻号（2009年）45頁以下参照
(24) 塩野宏『法治主義の諸相』（有斐閣、2001年）421頁。塩野は、日本の都道府県は、人
材確保手段を含めて考える限り、分権の前提として規模拡大を必要とするとは到底考え
られないと指摘する。
が整った地域には2014年度から業務や権限を全面的に移管し、出先機関を段階
的に廃止・縮小する方針を閣議決定している。現在、国の出先機関の業務や権
限を以上の都道府県が加入する「特定広域連合」に移管できるようにするた
めの法律（国の特定地方行政機関の事務等の移譲に関する法律案（仮称））の
制定に向けた作業が進められており
(25)
、当面の移管対象機関は、国土交通省地方
整備局、経済産業省経済産業局、環境省地方環境事務所とされている。今後、
広域災害対応などを理由とした省庁あるいは地元市町村長の抵抗が予想される
ところであるが、災害対応時に限定した政府の関与の留保などによって国との
適切な役割分担を図ればよい問題であり、むしろ激甚災害時こそ、都道府県の
広い裁量が認められるよう権限と財源を大幅に移譲することが不可欠と考えら
れる。今後、移管が実質的に骨抜きとならないよう、議論の推移を注視してい
く必要がある。ただし、広域連合の財源は、連合を構成する自治体の負担金、
地方債、使用料や住民からの分担金などによってまかなうこととされており、
独自の課税権が認められていないため、権限移譲後の財源確保の点で課題があ
る。事業コストの明確化と予算責任の確保
(26)
のためにも、地方自治法及び地方税
法を改正し、直接選挙による議員選出を義務付けるとともに、課税権を認める
べきである。
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(25) 2012年月25日付け朝日新聞面参照。なお、現在の法案においては、出先機関の管
轄区域を包括する以上の都道府県が加入する特定広域連合が事務等移譲計画を国に申
請し、首相が関係閣僚の同意を得て認定すれば、業務や権限を政令の定めるところによ
り広域連合に移すことが規定されている。しかし、業務移管に関係閣僚の同意が必要で
あれば、重要な権限に関わるものが依然として移管されないおそれがあることや、業務
移管後も中央省庁の指揮監督権の実質的強化につながる可能性があることは問題であ
る。
(26) 新藤宗幸「自治体の制度構想」松下圭一・西尾勝・新藤宗幸編『自治体の構想 制
度（岩波講座）』（岩波書店、2002年）10頁。なお、第23次地方制度調査会の審議の過程
では、地方税課税も検討され、この場合は直接選挙による議員の選出を義務づけること
が必要ではないかとの議論もなされていた。藤井一成「「広域連合及び中核市に関する
答申」の経緯と概要について」『ジュリスト』1031号（1993年）41頁参照
．「総合性」と「補完性」の原理
次に検討しなければならないのは、一般的包括的な事務を処理する主体が複
数必要かどうか、すなわち二層の「総合性」が必要なのかという点である。各
種行政分野をできるだけ広く包括する総合行政主体であることを全ての市町村
に対し、国が法制度的に強制していることは分権的といえるかどうか、改めて
検討する必要がある。
わが国における国と地方公共団体への事務配分は、一つの事務を広域的団体
と狭域的団体の双方に割り振り、最末端の事務を市町村の機関が担当するとい
う、多層的事務配分方式となっている。これは、国の出先機関の増加を防ぐと
いう国家行政簡素化の見地、それぞれの団体にその機能に応じて事務を分担さ
せ、相互に密接な関連をもたせることが合理的であるという機能分担論の見
地、中央レベルで縦割りとなっている行政を地域レベルで総合的に行うことが
必要であるとする地域総合行政論の見地、に基づくものと考えられている
(27)
。し
かし、多層的事務配分方式は、自治体の事務量と財政支出を増大させる一方、
地域特性等を踏まえた自己完結的な事務処理を困難とする。地域総合行政の概
念は、必然的に各省庁の関心事項を自治体の事務に入りこませ、結果として中
央政府と区別された自治システムの総体としての「自治の総量
(28)
」の減少をもた
らすことになるのである。この結果、依然として自治体は、国が立案した制度
の忠実な執行者として、中央省庁のコントロールを受ける立場を強いられ、自
らが制度設計を行う機会は乏しくなりがちである。この点は、機関委任事務が
廃止された現在にあっても実務面での大きな変化は見られない。
そもそも、自治体が一般目的の総合的行政主体でなければならないという制
度論理は、都道府県や市町村に中央省庁の「総合出先機関」としての機能を担
わせるには好都合であるが、「最小単位の地方公共団体に対しても、包括的統
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(27) 塩野・前掲注（24）392頁、415頁
(28) 磯部力「『分権の中身』と『自治の総量』」『ジュリスト』1031号（1993年）36頁
治団体であるべし、ということを押し付ける
(29)
」結果となることは否定できな
い。たとえば、横浜市のように人口300万人を超える市と平成の市町村合併に
よって誕生した人口万人程度の市や過疎化に伴う限界集落を抱える町村に対
して、同様の事務処理の義務付けを国が行うことが適切といえるのであろう
か。人口減少に伴い、地方税や地方交付税などの一般財源が減少すれば、人件
費節減のため職員数は減らしていかなければならないにもかかわらず、事務の
範囲に変わりはないため、職員一人当たりの事務量が過大となる。つまり、地
域総合行政を前提に行政運営の効率性を追求していけば、広域合併による規模
拡大を進めざるを得なくなるのは必然的である
(30)
。平成の市町村合併に伴い、周
辺地域の加速度的な人口流出と地域活力の衰退につながっている事例は少なく
ない。これは、住民自治の観点からは大きな問題である。さらに、全国的に達
成されるべき一定の行政水準を一律に基礎的自治体の役割と決めつけるのが地
方自治の本旨にそもそも適合的であるのか
(31)
、各自治体のレベルにふさわしい事
務の配分について個別に考慮する必要はないのか、検証が必要である。地方分
権改革以降進められている都道府県から市町村への事務権限移譲についても、
国が法律によってそれを決定するということ自体がそもそも集権的であり、そ
のような制度改革は法原理的に分権的ではありえない
(32)
との指摘がなされている。
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(29) 塩野宏「地方自治の本旨に関する一考察」『自治研究』80巻11号（2004年）42頁。ま
た、斉藤誠「地方自治基礎概念の考証─総合行政と全権限性」『自治研究』81巻号
（2005年）55頁は、行政の総合性の要請がタテ方向の調整や介入、上からの事務の割り
当てを伴うシステムを招来しないかどうか、自治システムの自己決定という側面と調和
するものなのか、（道州制論の文脈でも）留意する必要があることを指摘する。
(30) 人見剛「都道府県と市区町村の関係」佐藤英善編著『新地方自治の思想─分権改革の
法としくみ 自治総研叢書12』（敬文堂、2002年）193頁は、都道府県の補完事務の機械
的な縮減は市町村の行財政の能力の充実強化を旗印にした広範な市町村合併の推進に途
を開くことになるとする。
(31) 人見剛「基礎的自治体と広域的自治体再論」『自治制度の再編戦略 地方自治研究叢
書16』（敬文堂、2003年）84頁
(32) 金井利之「自治体への事務権限の移譲と分権改革」『都市問題研究』62巻号（2010
したがって、今後の方向性としては、総合的行政主体としての機能を重層的
に積み上げるだけではなく、特定目的の自治体の創設による複線型の制度への
転換
(33)
を図り、住民の政策形成過程への参画を推進するシステムが併せて構築さ
れなければならないと思われる。
さらに、国と自治体との役割分担のあり方を考える際には、「補完性原理
（subsidiarity
(34)
）」にのっとったものとすることが求められる（自治法条の
第項、同条項、条項、同条項の各規定はこの考え方に類似するもの
である）。補完性原理とは、狭域主体の活動の自由を広域主体が制限すべきで
はなく、また、狭域主体の能力や活動に限界がある場合は、より広域の主体が
補完するという権力抑制と統合の発想である。それは、個人の自立を中核に据
え、家族、地域社会、市町村、国、と、より上位の社会組織は下位の組織が処
理できない事柄を処理すべきとする概念に起因する。しかし、その概念のもつ
曖昧さは、国の財政再建を意図した国家関与の削減と行政の合理化・効率化の
発想の下、自治体の能力を無視した、財源保障のない地方分権が行われ、逆に
自治権の侵害につながりかねない
(35)
という危険をも内包している。そこでは、補
完性原理の本旨である狭域主体ないし住民＝個人の自主性、自立性は考慮され
ていないからである。
このように考えると、むしろ市町村が自らの能力や住民意思など地域的諸事
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年）100頁。また、渋谷秀樹「〔日本国憲法60年 現状と展望〕地方自治」『ジュリスト』
1334号（2007年）131頁は、地方政府が権限移譲によって担わされることになる事務は、
憲法95条の趣旨からして、住民投票による意思決定又は住民意思を代表する議会、長の
意思表示とは無関係に決定されてはならないとする。
(33) 新藤・前掲注（26）12頁
(34) 地方自治における補完性原理についての考察として、関谷昇「補完性原理と地方自治
についての考察─消極・積極二元論に伴う曖昧さの克服に向けて」『千葉大学公共研究』
巻号（2007年）81頁以下、山内健生「グローバル化する「地方自治」（）〜
（）─「サブシディアリティの原理」・その理念と現実」『自治研究』76巻号107頁
以下、77巻号104頁以下、77巻12号68頁以下、78巻号75頁以下、78巻号100頁以下
(35) 関谷・前掲注（34）94頁
情に応じて事務権限を取捨選択し、必要な権限は国・都道府県から移譲させる
とともに、人員的、財政的に十分な実施が困難と考える権限については、市町
村の条例の定めるところにより国・都道府県に逆移譲することができる特例制
度の導入が検討されるべきである。とりわけ小規模町村については、住民投票
によって住民に自己決定権、選択権を与え、アドホックな組織とすること
(36)
も検
討の余地があり、少なくとも、人口万人以下の小規模町村については、住民
意思に基づいてオプショナルな組織とし、異なる運営や業務サービスの選択を
可能とすべきである。この場合、県が当該町村に対する垂直的補完を行い、基
礎自治体としての業務を代行しうるようにすることを法制度的に可能としなけ
ればならない。この点に関し、2002年11月、第27次地方制度調査会に事務配分
特例団体制の創設（「西尾私案」）の提言がなされたことがある。これは、2005
年月の合併特例法の期限後、さらに一定期間内に合併できなかった町村につ
いては、事務配分特例団体として、法令による義務付けのない自治事務や、窓
口サービス等通常の基礎的自治体に義務付けられた事務の一部のみを処理する
こととし、特例団体に義務付けられなかった事務については都道府県に処理を
義務付けるとともに、組織や職員を極力簡素化するというものであった。西尾
私案については、町村関係者を中心に、「合併強制」、「小規模市町村の切り捨
て」、といった批判が噴出した。しかし、その本質は離島の一島一村のように、
合併の余地のない町村やみずからの責任において合併しないことを決断した町
村等、合併の枠組みからはずれた自治体の単独存続を前提とした上で、法令に
よる義務付けを免除するというものであった。そしてこのような小規模町村に
ついては、都道府県による垂直補完を原則としつつ、水平補完の余地がある場
合には都道府県が周辺市町村と協議し水平補完の仕組みを構築することが想定
されていた
(37)
。西尾私案は、合併と関連付けられた点でインパクトが大きいもの
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(36) 斎藤誠「自治体の存在形態に関するノート─地方自治という統治システム、或いは統
治システムにおける地方自治」『ジュリスト』1222号（2002年）155〜156頁
(37) 西尾勝『地方分権改革』（東京大学出版会、2007年）139頁、同「四分五裂する地方分
ではあったが、少子高齢化と過疎化による限界集落が増加している現在、垂直
補完の一つのモデルを提示するものであったと思われる
(38)
。基礎的自治体が担う
ことのできない事務を都道府県が補完することにより、その規模と能力に応じ
た多様な事務処理体制を市町村と都道府県との間で独自に構築していくこと
は、自らの「政府」は自ら設計するという地方自治の根本思想
(39)
にもかなうもの
といえよう。
第章 これからの都道府県の機能と役割
．都道府県の機能と存在意義
⑴ 広域環境管理主体としての都道府県
都道府県は、前述のように、広域事務、補完事務、連絡調整事務を処理する
こととされているが、地方分権時代において都道府県が果たすべき機能
(40)
として
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権改革の渦中にあって考える」日本行政学会編『分権改革の新展開』（ぎょうせい、
2008年）13頁
(38) 山崎重孝「新しい『基礎自治体』像について（下）」『自治研究』81巻号69頁以下
は、合併できずに残った小規模な市町村における、総合的行政主体性を放棄した制度と
して西尾私案の事務配分特例方式を挙げ、今後の市町村の状況を踏まえ、検討を進める
ことが必要となるとしていた。
(39) 塩野・前掲注（29）42頁。塩野は「ある種の事務を義務付けられることを拒否し、当
該事務については県なり国なりの方で遂行すべきであるというルートを個別市町村に認
めておくべきで、そういうルートがあって総合行政主体の原理、補完性の原理は地方自
治の本旨と辛うじて適合的になるのではないか」とする。また、小早川光郎「地方分権
改革─行政法的考察」『公法研究』62号（2000年）173頁は、「国の立法をも射程に含む」
国と地方の適切な役割分担の原理によって、国の法令による規制や関与に対抗する必要
性を指摘する。
(40) 全国知事会『地方分権下の都道府県の役割─自治制度研究会報告書』（2001年月）
参照。同報告書は、都道府県と市町村の役割分担のメルクマールとして、以下の項目
を挙げている。①産業（製品・サービスの生産・供給）に係るものであるか、②法人に
係るものであるか、③行政対象が広域的に一体のものであるか、④行政需要・行政対象
が広域的に散在しているものであるか、⑤相当高度の専門性を必要とするものである
は、①広域的課題への対応、②市町村に対する支援・補完、③地域の総合的な
プロデューサー・コーディネーター機能、が挙げられている。これらの機能を
踏まえて市町村との対等協力の原則の下で、県としての固有の存在意義を改め
て確認しておく必要がある。
都道府県の果たすべき機能のうち最も本来的機能といえるのは、市町村の区
域を越えて広域にわたり処理することが必要な広域的機能であり、これには、
公害防止、河川・海岸管理のように、対象自体が市町村の区域を越えた広域的
なものや、水資源管理、産業廃棄物処理のように、地域資源の合理的な配分と
調整が必要となるもの、広域交通整備や高度医療拠点の整備のように、人的・
物的投資の規模が大きく、その効用が広域に及ぶものが挙げられる
(41)
。これらの
分野については、各都道府県の地域特性を踏まえ、国の法令に基づく規制だけ
でなく、条例の活用等による政策法務的対応を推進すべきである。一例をあげ
ると、里山のようなありふれた二次的自然の保全と放置林問題対策のために
は、里山の存在を地域的な共通利益と位置付けた上で、各河川流域単位の土地
利用計画と規制を実施することが必要である。農山村空間の環境は、かつては
農林業の共同作業を通じて保たれてきたものであるが、「業」の衰退と地域共
同体の崩壊に伴い、放置林化や無秩序な宅地化の形で喪失している。このよう
な問題に対応するためには、土地利用計画や規制基準を住民自身がボトムアッ
プで策定し、それを「地域のルール」として公的に認知することとすべきであ
る。とりわけ規制の考え方に主観的な要素が大きいものは、住民の支持を得な
いと実効性が足りないため、規制基準は住民参加でつくることが適切である
(42)
。
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か、⑥市町村を包括する団体という性格に係るものであるか
(41) 礒崎初仁「分権改革の焦点は都道府県にあり─新しい『都道府県のかたち』の創造」
西尾勝編著『都道府県を変える！─国・都道府県・市町村の新しい関係（分権型社会を
創る）』（ぎょうせい、2000年）44頁以下は、分権改革後の都道府県の機能を①広域的
機能、②先導・補完的機能、③支援・媒介的機能に区分している。礒崎は、今後の府県
は広域的課題については自己完結的に強力な行政を展開し、広域性を有しない課題につ
いては、市町村の補完的機能または媒介的機能として限定的に行うべきであるとする。
たとえば、里づくり協議会のような住民組織を構成し、当該組織が作成した土
地利用計画を知事が認定することによって、当該地域内の開発行為計画の審査
基準となる旨を都道府県の条例において規定しておくことが考えられる。ま
た、広域的環境管理の視点から、里山保全のための独自の許可基準の制定や森
林法に定める許可要件の具体化又は詳細化を図ることが考えられる
(43)
。
なお、地方公共団体に対する義務付け・枠付けについては、地方分権改革推
進委員会の勧告、地方分権改革推進計画（2009年12月15日閣議決定）及び地域
主権戦略大綱（2010年月22日閣議決定）を踏まえ、次にわたる一括法
（2011年月28日及び同年	月26日成立の「地域の自主性及び自立性を高める
ための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」）により施設・
公物設置管理の基準が個別法において条例委任（「参酌」「標準」「従うべき基
準」の区分がある）され、2012年月から公営住宅の入居基準、道路構造、保
育所の設備・運営に関する基準等について条例による独自基準の制定が全国で
進められている
(44)
。今後は、さらに国法の規律密度を緩和していくため、自治事
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(42) 阿部泰隆『政策法学講座』（第一法規、2003年）230頁。たとえば、神戸市「人と自然
との共生ゾーンの指定等に関する条例」の「里づくり計画」や兵庫県「緑豊かな地域環
境の形成に関する条例」の「計画整備地区」の規定などが、農山村の環境まちづくりに
活用されている。
(43) このような上乗せ、横出しあるいは法定基準の具体化条例については、条例に土地利
用、環境保全の理念と総合的規制のしくみを示し、個々の縦割りの法律の規制では守れ
ない地域的環境があることを立法事実から明らかにすることができれば、適法と解すべ
きである。森林法の林地開発許可の裾切未満規制の例として、「長野県ふるさとの森林
づくり条例」24条、（香川県）「みどり豊かでうるおいのある県土づくり条例」16条号
参照。また、河川及び森林を流域管理の概念の下に統合しようとする条例としては、
「高知県四万十川の保全及び流域の振興に関する基本条例」（2001年制定）が代表的で
ある。
(44) 「義務付け・枠付けの見直しに関する地方独自の基準事例」については、内閣府地域
主権戦略室ホームページ（http://www.cao.go.jp/chiiki-shuken/index.html）参照
「参酌」等の基準を個別法で規定したことを「法令優先主義の現れ」と批判するもの
として、鈴木庸夫「地域主権時代の条例論」『ジュリスト』1413号（2010年）19頁
務における基準制定についての条例委任だけでなく、国法は枠組法とし、法定
受託事務も含めて「都道府県又は指定都市は、○○（規制目的）のため、必要
があると認めるときは、この章（節）に規定する措置に代えて、○○（規制対
象）に関し、条例で、特別の規制措置を定めることができる」といった委任規
定を広く個別法に置くことが適切である。これは、各行政分野における「規制
システムの条例による総入れ替え
(45)
」の承認である。合わせて、条例による政省
令の上書きを認める一般条項を地方自治法14条に規定することも検討課題であ
る
(46)
。
これからの都道府県は、単なる事務の執行にとどまらず、政策主体として、
地域特性を生かした合理的かつ実効的な制度や政策を総合的に立案、執行して
いくことが必要である。およそ国法は、①全国画一による自治体行政の低位平
準化、②省庁縦割りによるバラバラ執行、③改正遅れによる時代錯誤、といっ
た構造欠陥を有している
(47)
。かつて公害防止、景観保全、情報公開などの分野に
おいて都道府県の条例が法律に先んじて法システムを形成したように、都道府
県が地域的な立法事実をふまえて先導的条例を制定し、国への政策提言機能を
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(45) 北村喜宣「地方分権時代の環境法」占部裕典、北村喜宣、交告尚史編『解釈法学と政
策法学』（勁草書房、2005年）123頁
(46) 阿部・前掲注（42）291頁は、地方公共団体の事務となるかぎり、「国法の細目を、政
令に対すると同様に、条例に授権するような一般ルールを創設することが必要」と指摘
する。また、西尾・前掲注（37）〔『地方分権改革』〕265頁は、「自治体は法律にのみ拘
束され、政令、省令、告示等の行政立法には拘束されないとする立法原則を、国会がみ
ずから確立すること」が必要とする。
条例による法令の補正の許容（上書き権）をめぐる最近の立法論について、岩橋健定
「分権時代の条例制定権─現状と課題」『自治体政策法務─地域特性に適合した法環境
の創造』（有斐閣、2011年）358頁は、上書き権を地方自治法等で一般的に保障すること
が可能とする。また、礒崎初仁「法令の規律密度と自治立法権─地方分権改革推進委員
会の検討を踏まえて」同書381頁は、一般法で原則を定めたうえで、個別法の具体的条
項に規定する方式が適切とする。
(47) 松下圭一『日本の自治・分権』（岩波書店、1996年）105頁
果たしていくことが期待されているのである
(48)
。
⑵ 小規模市町村への支援・補完主体としての都道府県
都道府県は、市町村を包括する広域団体としての性質と同時に基礎自治体と
しての実質をも有しており、とりわけ、過疎化が進んだ町村においては、都道
府県が住民福祉の向上を直接担うための基礎的自治体としての仕事を増やして
いくことも限界集落対策等のためには不可欠である
(49)
。このためには、前述のよ
うに、中小市町村の行財政能力に対応してこれを積極的に補完する役割を都道
府県の本来の責務として果たすべきであり
(50)
、とりわけ、農山村や漁村を多く抱
える道県については、小規模町村から県への事務委託
(51)
の形をとった垂直的補
完、それも、市町村でできるところは市町村で行い、それができないところの
み道県で行うという個別的垂直的補完を進めるべきである。ただし、補完され
る側の市町村住民の参加による民主的統制
(52)
を欠くことのないような配慮が不可
欠である。このタイプの補完が想定される行政分野としては、医療・福祉政
策、産業振興政策、農林業政策、大規模災害対策と危機管理などが挙げられ
る。このような分野において国の法令による町村への義務付けを縮減し、組織
も事務も減らして県が肩代わりすること
(53)
が検討されるべきである。ただし、こ
地域主権型社会における都道府県のあり方について
143
(48) 礒崎・前掲注（41）63頁は、府県の執行機関の組織を「事務執行型」から政策を戦略
的に立案、決定、執行、評価しうる「知識創造型」に転換していくことが求められてい
ると指摘する。
(49) 辻山幸宣「問われる都道府県の役割〜都道府県とはなにか〜」『自治体学研究』83号
（2001年）19頁、江藤俊昭「広域行政と基礎自治体の新たな動向〜90年代半ば以降の地
方自治制度改革から読む〜」同37頁
(50) 小幡純子「都道府県と市町村の関係」『法学教室』209号（1998年）27頁は、市町村の
規模と能力に応じた都道府県による補完の必要性を指摘する。
(51) 人見剛「都道府県は市町村の補完機能を強化せよ─分権改革を契機に新しい連携の模
索を」『ガバナンス』2002年月号26頁以下
(52) 金井利之「広域都市圏での補完行政と自治制度」『都市問題研究』61巻号（2009年）
11頁は、補完される側の市町村住民の民主的統制の必要性を指摘する。
(53) 成田頼明「地方分権一括法施行と都道府県・市町村の関係」『自治体学研究』83号
の場合において留意すべきことは、これまでのような監督者的立場からの利害
調整ではなく、いわば市町村の連合体の事務局的な立場でコーディネーター機
能を果たすということである。とりわけ、先端的な情報・技術の提供、政策法
務の視点からの助言、専門的人材の派遣といった分野において県に期待される
役割は小さくはない
(54)
。
一方、都道府県の補完機能を強化することについては、異論もありうる。ま
ず、小規模町村の事務を特例的に県が処理することについては、市町村の事務
に習熟した職員の確保の点で問題がある上、都道府県の組織・機構が複雑かつ
非効率なものとなることを懸念し、市町村相互の水平的補完を原則とした制度
新設の必要性を指摘する見解
(55)
もある。この見解は、基礎自治体に期待される事
務を処理できない町村を「特定町村」として周辺市町村に包括し、包括した市
町村（包括市町村）が事務を処理することを提唱するものである。しかしなが
ら、そこまでして基礎自治体としての一般的・概括的な事務の処理にこだわる
ことが適切といえるのか、また「基礎自治体に期待される事務」なるものを演
繹的に線引きすることが可能かどうか疑問であり、むしろ必要に応じ、法令に
よる一律義務付けを解消することを優先すべきではないだろうか。たとえば、
個別法に基づく現行の事務については、建築確認（建築基準法条項）や生
活保護（生活保護法19条項）の事務のように都道府県による垂直的補完を前
提とした法制度もあり、「複雑非効率化」という指摘が実証的なものとは言い
難い。また組織・機構については、補完対象となる町村役場の一室を借りて都
道府県の出張所を併設すれば足りるし、市町村事務への習熟の点については、
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（2001年）頁
(54) 外川伸一『分権型社会における都道府県改革の視座』（公人の友社、2001年）49頁は、
人的支援のための都道府県職員の対等な立場での市町村出向や都道府県の業務縮小に伴
う市町村職員への「転換」も積極的に行うべきであるとする。
(55) 松本英昭「地方公共団体に係る制度の改革に関する若干の考察」『地方自治』722号
（2008年）36頁
事務経験のある市町村職員を都道府県職員に任命して事務に従事させるととも
に、都道府県職員を市町村に長期研修派遣して訓練すれば十分に対応可能であ
る
(56)
。
あるいは、1890年から1921年の郡制廃止までの間、町村を包括する自治団体
として存在していたが、現在は地域上の名称にすぎない「郡」を小規模町村の
補完事務を取り扱う特別地方公共団体と新たに位置付け、「郡事務所」におい
て事務処理を行う制度も考えられる。現在の郡の区域はほぼ、合併対象となら
なかった町村の区域と一致しているからである。総合出先機関（地域振興局、
地方局など）をもつ県については、そこに郡事務所を併設し、各課の職員を併
任発令すればよい。
また、市町村行政の総合性を阻害し、自立を妨げることや、都道府県が大量
の補完事務を抱えることによって広域機能の発揮が妨げられるおそれがあるこ
となども都道府県の補完機能強化に伴う問題点として指摘されている
(57)
。しかし
この点については、一口に「都道府県」といっても、その社会的、経済的状況
は地域により異なっており、市町村の組織規模、行財政能力等の多様性を踏ま
え、都道府県が重点的に果たすべき機能は異なったものとなることは当然であ
る。たとえば、神奈川県のように、指定都市（横浜、川崎、相模原）、中核
市（横須賀）及び特例市（小田原、大和、平塚、厚木、茅ケ崎）が存在する
県と、山梨県のように、市は特例市の甲府市を除き、人口10万人未満の市のみ
であって、中山間の過疎町村を抱える県を比較した場合、前者については、区
域内に充実した都市自治体群を有しているために市町村に対する補完行政の必
要性が乏しく、広域自治体の府県でなければ処理することのできない独自・固
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(56) 西尾・前掲注（37）〔『分権改革の新展開』〕14〜15頁。
(57) 礒崎初仁「都道府県制度の改革と道州制─府県のアイデンティティとは何か─」礒崎
初仁編著『変革の中の地方政府 自治・分権の制度設計』（中央大学出版部、2010年）
56頁。同「地域主権改革と都道府県の改革構想」『地方自治職員研修』634号（2012年）
16頁
有の行政に機能を純化
(58)
させていくことが適切である。これに対し、後者の場
合、人口減少が進む小規模町村の自立を今以上に進めていくことは、現実問題
として困難である以上、市町村に対する助言、支援という役割は依然、大きな
比重を占めているのである
(59)
。
．都道府県におけるガバナンスの実現
これまでのわが国の政治行政システムは、もっぱら行政が情報や専門能力を
保有していることを前提に政策が形成され、住民を統治するという、縦の概念
としてのガバメントであった。しかし、近年、自治体の人的物的資源に比し
て、民間セクターの能力がそれをしのぐ場面も少なくない。そこでは、行政が
専ら公益を担うという前提は崩れており、行政との役割分担を志向する協働は
公益の決定・実現のありようを問い直すことになる
(60)
。そこで、都道府県の政治
行政過程においても、集権的なガバメント（統治）ではなく、市民や NPO等
と行政との協働的意思決定手続きを法制度に組み込んだガバナンス（共治、協
治）が求められることになるのである。ここでいう「ガバナンス」とは、政策
立案、実施、評価という一連の過程において、政府、自治体という公共セクタ
ーだけでなく、民間営利セクター（企業）、民間非営利セクター（住民組織や
NPO）など多様な主体が水平的に協働して、相互に役割を分担・補完し合い
ながら、政策的課題の解決を図るシステムをさす。それは、政策立案過程への
住民参加を通じて「行政による公益の発見・実現過程に国民が参加する現象
(61)
」
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(58) 成田頼明「地方分権下の都道府県の役割─全国知事会・自治制度研究会報告書の紹介
と論評」『自治研究』77巻12号16頁
(59) 真山達志編『ローカル・ガバメント論─地方行政のルネサンス─』（ミネルヴァ書房、
2012年）184頁以下［野田遊執筆］は、府県の自主財源比率と市町村に対する補完の必
要性の高低により都道府県のタイプを分類して、それぞれの府県の存在意義と補完機
能が異なることを指摘する。
(60) 飯島淳子「地方自治論」『法学教室』357号（2010年）16頁
(61) ガバナンスの意義について、中邨章「「ガバナンス」の概念と「市民社会」」『月刊自
ととらえることもできる。このためには、持続可能な環境利益の享受者でもあ
る住民について、共同利益主体として行政計画策定過程への手続的参加を保障
し、行政主体との協働主体として位置付けるべきである
(62)
。なお多様な主体によ
る共同組織としては、住民、NPO、自治体などがネットワーク化したグラウ
ンドワーク（生活空間における活動体）を組織し、行政が人材面、財政面から
それを支援し、ボトムアップの政策提言をサポートしていくことが考えられ
る
(63)
。この場合、組織が行政の下請けに堕すことなく自律的主体として活動でき
るように配慮することが重要である。たとえば、里山や河川などについて地域
的な環境資源と位置付け、地域住民と行政、NPOなど多様な主体の連携によ
る持続的な共同管理を実現するため、都道府県は、専門家の派遣や経費助成等
により地域の活動を支援していくことが考えられる。
このような公私協働が進めば、都道府県議会も、従来のような執行部に対す
る陳情処理を主としたものから、住民を政策決定や執行に積極的にかかわら
せ、住民間の利害調整を行った上で新しい提案を議会として行う、政策論争主
体の協働型議会への転換
(64)
を迫られることとなる。したがって、議員提案による
政策型条例の制定についても活性化が必要である。
そして、協働を具体的に実現するためには、代替案ないし修正案の提出・選
択あるいは事業中止が可能な段階での政策情報の早期公開と政策課題（アジェ
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治研』43巻号（2001年）14頁、宮川公男「ガバナンスとは」宮川公男、山本清編『パ
ブリック・ガバナンス─改革と戦略』（日本経済評論社、2002年）15頁、山本啓「コミ
ュ二ティ・ガバナンスと NPO」日本行政学会編『ガバナンス論と行政学 年報行政研
究39』（ぎょうせい、2004年）53頁
(62) 亘理格「公私機能分担の変容と行政法理論」『公法研究』65号（2003年）190頁
(63) 三好規正『流域管理の法政策』（慈学社、2007年）349頁以下
(64) 地方分権時代における地方議員のあり方については、江藤俊昭「都市内分権が促す自
治体議会のパラダイム転換」『都市問題』94巻号（2003年）29頁以下、同「新しい議
会を担う議員についての一考察─「議員の新たな位置付け」の議論を中心に─」『山梨
学院大学法学論集』第61号（2008年）44頁参照
ンダ）の設定を前提に、最終決定権は行政に留保しつつも、判断形成過程にお
いては参加者と対等に議論するという合意形成のしくみを法制度化することが
求められる。たとえば、各種行政計画（とりわけ、ダム、空港、道路といった
大規模公共施設の設置計画）においては、複数の計画案を比較対照して成案に
至る過程の可視化が不可欠であり、受益者である住民の意向を広く反映しつつ
も、最終判断権は行政に留保した適正な判断が担保されることが必要である
(65)
。
具体的には、ア．計画原案の住民への公表、イ．計画原案に対する住民意見書
（反対提案を含む）の提出、ウ．事業中止も含めた代替案の再提示と評価、
エ．質問権と反論権を保障した行政主宰の公開審議、オ．行政による最終案の
選択・決定、という合意形成過程を行政手続法及び各個別法に規定して、公共
事業を始めとする行政計画の法的統制を図るべきである
(66)
。このためには、各都
道府県においてこのような計画策定手続きに関する条例を整備し、実践するこ
とにより、国法システムの転換を促していくべきである。
このように、住民自らが当事者として地域のあり方を考え、政策のオプショ
ン決定に参画できるようにすることは、まさに、「地域主権」のための住民自
治を具現化するものといえる。
第章 都道府県の組織風土の転換と人材育成のあり方
．国から都道府県への出向人事（天下り）の問題点
現在の都道府県の人事面においては、中央省庁の官僚の現役出向の形をとっ
た統制が顕著であり、とりわけ旧自治省（現総務省）のキャリア官僚（旧国家
公務員採用種試験合格者）による都道府県の特定ポスト（総務部長、市町村
課長、財政課長が御三家である）の「指定席化」が、現在も続いている。とり
わけ旧自治省系官僚の場合、事業官庁のような出先機関がないため、都道府県
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(65) 阿部泰隆『行政の法システム（下）〔新版〕』（有斐閣、1997年）559頁以下
(66) 山村恒年「新公共管理法と住民参加・協働論」山村恒年編『新公共管理システムと行
政法』（信山社、2004年）93頁
がこれに代わる人事の「受け皿」機能を担わせられており、実質的に中央の人
事行政の一環として地方公共団体のポストが用いられている
(67)
。もちろん、国交
省─土木部長、農水省─農林水産部長といった事業官庁による都道府県ポスト
の指定席化も全国的に見られるところである。
一般に、人事交流で県に出向してきた国のキャリア官僚は30歳代前半で課
長、40歳代前半で部長に就任するが、県の生え抜き職員の場合、課長昇任は早
くても50歳前後である。つまり、国から出向してきたキャリアの課長を下支え
する県採用の課長補佐級職員はおおむね40歳代後半であり、15歳以上も年少の
者が直属の上司となるという現実がある
(68)
。このような国と地方との上下・主従
関係を前提としたかのような人事は、生え抜きの県職員に無力感を与えてモチ
べーションを低下させ、ひいては有能な新卒者の確保にも支障をきたすおそれ
がある。部長ポストの多くが国の天下りで占められているような都道府県に旧
国家公務員種試験に合格しうる力をもった公務員志望者が応募するとは考え
にくいからである（もっとも、難易度の高い採用試験に合格しうるということ
は、記憶力や数的処理能力といった「学力」の証明にはなりえても、それが直
ちに政策立案能力や対人能力といった職務遂行能力を保障するものではないこ
とはいうまでもない。）。2000年の分権改革以降も、「身分制」すら彷彿とさせ
る人事慣行が続いていることは、国と自治体の対等原則を有名無実化し、「人
による支配」につながっているといわざるをえない。たとえ、人材供給、情報
交換等のために国から県への出向を正当化するとしても、その場合、本人の職
歴に見合った、出向元の省庁における役職と同位の役職（たとえば、本省課長
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(67) 塩野・前掲注（24）398頁
(68) 国から地方への出向人事の現状と問題点については、真渕勝『行政学』（有斐閣、
2009年）375頁以下参照。なお、1998年月に閣議決定された「地方分権推進計画」の
「第 地方公共団体の行政体制の整備・確立」の-（）において、「国と地方公共
団体との人事交流については、相互・対等交流の促進を原則として、交流ポストの長期
固定化により生ずる弊害の排除に配慮しつつ、人事交流を進めることとする。」と明記
されていた。
補佐であれば出向先の県でも課長補佐級）に就かせればすむことであり、勤続
年数の短い若年者をあえて県の部長、課長という指揮命令系統のトップに就け
るだけの必然性は乏しい。また、県職員が中央省庁へ派遣される場合、「研修
生」の扱いでしかない場合が多いが、課長補佐級以上の管理職の職位にも積極
的に登用し、法令立案の実務などを担当させることによって政策法務能力など
の向上を図るべきである。そもそも、キャリア官僚と県職員とを比較した場
合、学力面については前者の方が優れていることは否定できないであろうが、
政策立案や実施に関わる本来的資質・能力の点で埋め合わせできないほどの格
差があるとは考え難いからである。
なお、2012年度から実施される国家公務員採用試験から、「種」が「総合
職」に変更され、採用後も能力・実績に応じた人事管理を行うこととされてい
る。この改正とあわせて、自治体（公）から国（官）への要請という名目での
「官公天下り」が中央省庁の人事異動と官僚のキャリアパスに当然のごとく組
み込まれてしまっている人事システムの見直しを図ることが不可欠である。
．都道府県職員の人材育成のあり方
⑴ 人事異動及び職員採用システムの見直し
長く続いた機関委任事務体制下にあっては、自治体職員が自らの頭で思考し
自主的決定を行うことがはばかられるような風潮すらあった。自治体は、国が
立案するさまざまな施策を忠実に執行することが求められ、そつなく、正確に
「事務」を処理する能力が重視されてきた（もちろん、平均的公務員としての
執務能力が必要であることはいうまでもない）。一方、現状の課題を理論的に
分析して地域特性に応じた政策を立案するとともに、規制、指導、助成などさ
まざまな行政手法を選択して条例として制度設計する政策法務能力を涵養する
機会はほとんどなかった。中央省庁が立法権と法令の第一次的解釈権（有権解
釈）を事実上独占していたため、政策を法的に思考する能力は等閑視されてい
たといって過言ではない。全国の多くの自治体では、国からの通達や国の官僚
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が執筆したマニュアル（○○事務必携）を金科玉条のものとして通常業務や法
解釈を行いつつ、解釈上の疑義が生ずれば中央省庁に照会し、条例改正作業は
国から示される「準則」に形式的にあてはめて行うといった、いわば「意図的
に」スポイルされた状態であったのである。本稿では深く立ち入らないが、分
権時代における政策法務推進のための組織体制や研修のあり方については、各
自治体の特性を踏まえた継続的検討が必要である
(69)
。
さらに、人材育成の面から根本的な見直しが必要となるのが、人事異動のシ
ステムである。従来の自治体職員の人事は、都道府県、市町村を問わず、おお
むね年程度でさまざまな部署に異動し、担当職務に関する知識、経験、人脈
などを組織の中で身に付けることにより昇格・昇任していくというゼネラリス
トの育成が基本であったため、事務系職員の場合、さまざまな部署を本人の意
向とはほぼ無関係に広範に異動させる場合が大半であった。定期的な人事異動
が行われる目的は、マンネリズムに陥らないための組織の活性化、適材適所の
人事配置の促進といった点に求められる。
しかしながら、たかだか数年ずつ業務を経験したところで管理職になる頃に
は法制度も、事務処理システムも大幅に変わっているのであるから、昔の経験
が直裁に役にたつことは稀であり、むしろ、定期異動に伴って熟練職員が抜け
ることによる効率の低下とノウハウの消失あるいは民間との人脈の断絶といっ
た、「組織的劣化」の方が問題である。行革で職員定数の削減が進む中、通常
業務の処理に青息吐息で残業している状態では、政策的発想が出てくるはずも
ない。あるいは、ともすれば「どうせ年で替わるのだから」と、懸案事項や
課題を先送りするような消極的態度を招来するおそれすらある。執務知識は有
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(69) 政策法務組織と人材育成のあり方については、北村喜宣「自治体の法環境と政策法
務」『都市問題』95巻号（2004年）20頁〜23頁、本田博利・三好規正「地方分権時代
における政策の条例化─愛媛県及び高知県条例にみる政策法務の役割（）─」愛媛大
学法文学部論集総合政策科学編（2005年）18号頁以下、嶋田暁文「自治体政策法務の
推進体制─現状分析と今後の課題」前掲注（46）〔『自治体政策法務』〕578頁以下参照
していても、政策や条例に関する専門的知識・能力を有していない、「何でも
屋」の事務系職員だけでは自治体職員としてのプロ意識の醸成と組織力の向上
を図ることは困難である。
国から言われるとおり事務処理を行うのであれば、特段の専門性は必要ない
が、地方分権の進展に伴い、職員にはこれまで以上に政策形成に関する専門的
知識・能力が求められるようになっており、地域社会の実態を調査して理論的
な分析を行い、政策形成につなげていくことのできるスペシャリストの養成は
急務である
(70)
このための方策としては、以下のような人事システムの見直しが必要と思わ
れる。
第に、人事異動のローテーションを年〜年単位とし、本人の希望や適
性を加味して、一定期間は一部局内の各課を異動させるべきである。この場
合、各部局の現場の実情をふまえた人材配置や仕事量に見合う定員管理を行う
ことができるよう、各部局長に人事担当課の権限の一部を移譲することが適切
である
(71)
。
第に、法務、財務など比較的専門性の高い業務の庁内公募制度あるいは庁
内 FA制度（年齢、現所属の在職年数など一定の要件を満たした職員が人事異
動を希望する所属の長に人事異動希望を直接文書通告し、通知を受けた所属長
は書類選考・面接により合否を決定する仕組み）を広く導入することである。
また、職員から政策提言を公募し、知事審査を経て優れた提言についてはそれ
を事業化して当該職員を該当ポストに抜擢し、人事評価で優遇するシステムを
導入することが、とりわけ中堅・若手職員の政策志向を強めることにつながる
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(70) 村松岐夫「公務員制度改革：調査する官僚制に向けて」『都市問題研究』55巻号
（2003年）頁以下
(71) 西寺雅也『自律自治体の形成 すべては財政危機との闘いからはじまった』（公人の
友社、2008年）208頁。多治見市では、西寺市長就任後、人事異動原案に基づく職員の
配置先決定については、各部長の権限で行うことができるようにした。
であろう。
第に、特定の職務について専門能力や知識・経験を持った職員を活用でき
る専門職的ポスト（たとえば、課長級又は課長補佐級のポストとして、「○○
指導監」「○○管理幹」のようなもの）を各部局の組織二ーズに応じて、柔軟
に設置することが考えられる。職制上のラインで出世することよりも、ある部
門のエキスパートとして勤務することを望む職員について、複線型の人事処遇
を行うのである。現在の人事異動でも、実質的にこのような取り扱いが行われ
ることは少なくないが、あくまで首長や人事当局の内部的かつ一方的判断であ
って本人のコンセンサスを得たものではないし、個人の専門知識や能力に対す
る公的な認知が与えられているわけではない
(72)
。
また、これまでの人事制度は、首長による職員統制のツールとしての機能を
担ってきた側面がある。終身雇用と遅い昇進を特徴とする役所組織にあって
は、人事面での冷遇の恐れが積極的な政策立案・実施を抑制するベクトルとし
て働き、前例踏襲の弊を招くことが少なくない。まして、選挙後の論功行賞な
いし報復的人事が横行するようなことがあれば、職員の間に疑心暗鬼を生み、
住民のためのよりよい公共サービスの提供に向けたモティべーションは著しく
阻害されることとなる。
そもそも、首長の補助機関である職員機構は、公共政策を円滑に遂行するた
めのものであり、首長が自らの政治的権力を保持するための手段として存在す
るものでないことはいうまでもない。人事マネジメントは実効的な政策の立
案、執行のための「手段」でなければならず、人事課は本来、最前線である各
部局への人材開発と供給をミッションとする組織（いわば兵站部門）であるは
ずである。しかし、これまで一部の自治体では、統制のための職員管理が自己
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(72) 大杉覚「自治体人事マネジメントと職員の「専門性」」『地方公務員月報』561号
（2010年）10頁以下は、専門職種の新設などにより職員の「専門性」を組織化し、エキ
スパートが、活き活きと能力を発揮できるような職場環境の整備を自治体マネジメント
改革の主眼に据えるべきとする。
目的化してきたため、人事課が情報を独占し、組織や定員まで実質的に決定す
る権限を有するなど、第一線の政策形成に配慮した組織体制とは言い難いもの
であった
(73)
。
これからの時代は、従来型の「閻魔帳方式」の秘密人事ではなく、職員一人
ひとりの適性と本人の真摯な意向を踏まえ、採用から退職に至るまでの計画
的・系統的なキャリア計画を作成し適切な配置を行う、「能力開発型」の人事
が求められることになる
(74)
。政策立案型研修の受講歴や公共政策系大学院での学
位取得歴なども人事異動に適切にリンクさせるとともに、与えられた業務を
「大過なく」処理するだけの職員ではなく、新たな政策立案や法執行のために
失敗を恐れず、積極的に取り組んだ職員を正当に評価することによって職員の
やる気を育て、「出る杭をのばす
(75)
」システムを構築しなければならない。さら
に、人事課や財政課の権限を大幅に各部局に移譲し、総合計画の策定、予算編
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(73) 三好規正「自治体職員の能力開発のための人事システムと地方公務員制度」『山梨学
院大学法学論集』第64号（2010年）32頁。大森彌「分権改革と人材育成の基本戦略」
『都市問題研究』51巻号（1999年）11頁は、人事担当組織を総務部・総務課から企画
系部門へ移管し、人材開発を政策開発に結びつける方式を試みるべきであるとする。
(74) 稲継裕昭『プロ公務員を育てる人事戦略』（ぎょうせい、2008年）34頁。静岡県では、
「静岡県キャリア・デべロップメント・プログラム（CDP）」を2005年度から導入して
おり、大学を新卒で就職した職員が60歳の定年を迎えるまでの間を、おおむねつのフ
ェーズ（①新規採用から30歳代前半頃まで、②30歳代から40歳代前半まで、③40歳代前
半から定年まで）に区分し、入庁後約	年間で箇所程度の部門を回る教育ローテーシ
ョン期間を経て、30歳程度で「キャリア開発研修」を全員が受講し、上司のアドバイス
も受けながら、将来のキャリア計画書を作成、その後35歳程度（係長昇任前）及び40歳
程度（課長補佐昇任前）でも同様に研修を受講し、計画書を作成させることとしてい
る。キャリアについては、①「専門分野で能力を発揮したい」、②「広く行政分野に従
事したい」、③「どちらともいえない」、から選択することとし、行政職の専門分野とし
ては、総務・出納、税務、法務・訟務、予算・経理、福祉、電算・情報処理、国際化関
係、公共用地、病院経営、などから選択するという複線型人事システムの構築を図ると
している。
(75) 阿部泰隆『やわらか頭の法政策』（信山社、2001年）63頁
成及び職員組織をリンクさせることにより、原課において政策の立案、執行、
評価を円滑に実施できるシステムを構築することも検討すべきである。
長期的視野に立ち、職員の意欲と能力を開発しうる人事政策を自覚的に推進
するのは組織のトップである首長の責務であり、まさにこの点についての首長
の見識が問われている。
⑵ 法曹有資格者の活用
地方分権と法化社会の進展に伴い、自治体が政策を法制度として設計する機
会が増えるとともに、住民訴訟や国家賠償請求訴訟など、さまざまな争訟にさ
らされる可能性も拡大する。従前のような行政指導中心のぬるま湯的な対応は
通用しなくなるということを首長以下、自治体職員は認識しておく必要があ
る。さらに、行政のコンプライアンス確保や反社会勢力等による「対行政暴
力」への対処の観点から、刑事法制、民事法制に関する知識を踏まえた適切な
対応が求められる場合も少なくない。自治体における「法化」の進展に組織的
に対応するための人材確保は急務であり、このために法曹有資格者を「法務
職」として一定数採用することを進めるべきである。終身雇用でなくとも、地
方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律条項の特定任期付職
員として年以内の任期で採用することも考えられる。とりわけ、新司法試験
においては公法系科目として行政法が必須とされたことから、従来よりも行政
法分野に通暁した法曹が輩出されることが期待されるところである。反面、行
政法に強い弁護士が増えれば、自治体が被告となる訴訟が増加してくると考え
られるため、自治体としては訴訟法務体制の十分な構築が不可欠となる。
法曹有資格者が組織内に存在することのメリットとしては、庁内の法律相談
に対して専門的で視野の広い検討・回答が行えること、外部の顧問弁護士と比
して行政内部の実情を把握して課題解決策をアドバイスできること、訴訟で培
われた視点を条例立案に適切に反映できること、コンプライアンスの観点から
早期の適切な対応が可能となることなどが挙げられている
(76)
。また、法曹有資格
者による批判的見地からの提言は、組織の活性化にも役立つと考えられる
(77)
。と
地域主権型社会における都道府県のあり方について
155
りわけ、分権が進むと、法令に基づく適正な権限行使と利害調整を自治体職員
が行うことは不可欠となる。ところが、たとえば許認可行政の場合、相手方の
事実上の抵抗に担当者が気押された結果、申請拒否処分や是正命令等の監督処
分を行ったり、違反行為に対する告発がなされるべきところを「現場裁量の授
益的濫用
(78)
」により、法的に適切でない処理がなされてしまうことが往々にして
ありうる
(79)
。一般に、訴訟などの法的対応に不慣れな第一線現場の職員は、「訴
えてやる」、「街宣をかけるぞ」といった類の威迫への対応能力を欠くことが少
なくない。このような時に身近に相談できる法曹有資格者が組織内にいれば、
法務的危機管理能力
(80)
の向上と蓄積を図ることも期待しうるのである。
日本弁護士連合会の調査によれば、2011年月末現在、全国11の都県及び市
（東京、神奈川、兵庫の都県、東京都町田市、千葉県流山市、三重県名張市
など	市）において、計21名の法曹有資格者が常勤職員として勤務している
が、東京都以外の自治体は、いずれも2006年度以降の採用となっており、まだ
全国的には少数の自治体にとどまっている
(81)
。この理由として、①民事法令の知
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(76) 中村倫治・箕輪泰夫「東京都における法曹有資格者の採用と活用の状況」『法律のひ
ろば』62巻	号（2009年）53頁
(77) 塩野宏『行政法概念の諸相』〔第部Ⅲ「地方行政の活性化に果たす法曹の役割」〕
（有斐閣、2011年）396頁。塩野は、法主体間のルール化が法的紛争を誘発し、訴訟提
起につながるという「法化現象」に地方公共団体が対応するための法律専門職の育成と
採用の必要性を指摘する。
(78) 阿部泰隆『政策法学の基本指針』（弘文堂、1996年）144頁
(79) 一例として、許可要件のつである専任技術者を欠く業者からの虚偽申請を看過して
建設業許可がなされ、当該業者に瑕疵ある住宅工事を施工された顧客から県に対する国
家賠償請求が認められた、長野地諏訪支判平成21年月13日判時2052号79頁参照。当該
判決の評釈については、三好規正「虚偽申請により建設業の許可を受けた業者が施工し
た工事の瑕疵について許可をした県に対する国家賠償請求が認められた事例」『自治研
究』88巻号（2012年）141頁以下（ただし、東京高判平成21年12月17日判タ1319号65
頁は賠償責任を否定した。）
(80) 浜辺陽一郎『弁護士が多いと何がよいのか』（東洋経済新報社、2011年）152頁以下
(81) 谷垣岳人「地方公共団体における法曹有資格者の職員登用の現状と課題」『自由と正
識・経験を主たるプロフィールとして長期間勤務する職員が地方公共団体では
想定されにくいこと、②法曹としての知識・経験に特化した職・職種を設定す
る積極的理由に乏しいこと、③法曹有資格者に対する十分な処遇の確保可能性
の問題があること
(82)
などが指摘されている。しかしながら、上記①、②の点につ
いては、国法の枠組みにとらわれない新規条例の立案、訴訟対応、徴税業務や
個別法に基づく不利益処分等における適正な法執行
(83)
の必要性などを考えれば、
法務専門職を創設する理由に乏しいとはいえない。
また、③の処遇の点についても、たとえば公立病院の勤務医に適用される医
療職給料表に準じた形で法律職給料表を給与条例で規定し、格付けに際して配
慮することとすれば、少なくとも昨今の多くの新人弁護士の待遇に比して劣後
することはないはずである。今後、日本弁護士連合会、司法修習生、自治体の
それぞれが発想を転換して組織内弁護士の活用を図ることが必要であり、とり
わけ府県にあっては、前述の国からの天下りに代わる外部人材として法曹有資
格者の積極的登用を進めるべきである。そして、前述のように政策法務能力そ
の他の専門能力を研修や O. J. T（On the JOB Training）によって高めたプロ
パー職員との職務上の連携を強化することにより、組織全体としての人的能力
のアップにつなげることができるのである。
この点、法曹有資格者としては、「わざわざ地方公務員になるために司法試
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義』62号（2011年）10頁
(82) 植村哲「地方公共団体における法曹有資格者の活用」『法律のひろば』62巻	号
（2009年）43頁
(83) 自治体における行政執行過程の課題と実効性の確保については、北村喜宣『行政法の
実効性確保』（有斐閣、2008年）312頁以下、三好規正「地方公共団体における法執行の
実効性確保についての考察」『山梨学院大学法学論集』第61号（2008年）205頁以下、三
好・前掲注（63）354頁以下参照。また、西津政信『行政規制執行改革論』（信山社、
2012年）99頁〜100頁は、行政部内の執行体制の拡充強化のため、法律専門職として、
法科大学院を修了し司法試験に合格した法務博士を採用して行政強制制度の企画立案や
制度運用の指揮監督に従事させることが有益とする。
験に合格したわけではない」という意識を払拭し難いことも事実ではあるが、
そもそも会社や役所などの組織内弁護士（インハウスロイヤー）の需要増をも
踏まえた法曹人口増員
(84)
なのであるから、裁判官、検察官への任官者以外の全て
が弁護士として就職できると考えることに無理がある。むしろ、一定年限を自
治体職員として勤務しつつ、環境、まちづくり、情報公開など各種行政分野に
関連する行政事件訴訟や国家賠償訴訟を組織の中で遂行した後、人脈を形成し
て再び弁護士業務に携わるメリットは決して小さくないように思われる
(85)
。
この他、財務会計部門や情報処理部門などを中心とした中途採用枠の拡大な
どを通じて、民間組織との流動性、互換性の高い「開放型」組織への転換
(86)
を
図ることが望まれる。
⑶ 都道府県の組織風土改革と職員の意識改革
これまでの都道府県の組織は、高倍率の採用試験に合格した者から構成され
ており、他にこれといった大企業のない地方の県においては、県職員は、かな
りプレステージの高い職業と目されおり、採用されるためには、相当の高倍率
の地方公務員上級職試験に合格しなければならない。しかし、このような組織
の閉鎖性こそが、職員の思考の硬直性をもたらし、本来の顧客であるはずの県
民ではなく、霞ヶ関の中央省庁や庁内の上司、さらには特定の有力議員の方を
向いて仕事をする思考回路を容易に身につけてしまう要因となる。とりわけ、
独断専横的な知事の下で顕著な傾向であるが、ボトムアップにより政策立案を
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(84) 司法制度改革により、司法試験合格者数は毎年2,000人程度（2011年度：2,063人、
2010年度：2,074人、2009年度：2,043人、2008年度：2,065人）で推移しており、2011
年度合格率は23.5％となる。合格者数500人〜1,400人程度、合格率〜％で推移して
いた旧司法試験当時に比べると格段に法曹有資格者数が増加している。
(85) 巴山勝旭「任期付公務員としての活動（）任期付公務員として大阪市人事委員会に
勤務して」『自由と正義』62号（2011年）25頁は、弁護士が公務員として活動すること
について、組織の中で仕事を進める経験を積み交流を拡大できるという弁護士自身の意
義と、職場に弁護士がいることによる自治体にとっての意義を強調する。
(86) 新藤宗幸『概説 日本の公共政策』（東京大学出版会、2004年）260頁
行うという庁内土壌が培われず、政策立案能力よりも、絶対的権力者である知
事の意向を忖度して組織を運営する「能力」が偏重されがちである。県政批判
が一切許されず、「もの言えば唇寒し」といった風潮の蔓延する組織風土の下
では、補助機関である職員への権限委譲がほとんど行われないことから、些事
にわたるまで諸事項を知事に報告し、「お伺い」をたてるという庁内意思決定
システムが当然のものとなる。そして、住民のために最適な政策を考えること
よりも、保身のための「ことなかれ主義」がもたらされてしまうのである
(87)
。そ
もそも、政策の立案は現状における問題点の分析から始まるものである以上、
現県政下での政策体系に対する客観的、時には批判的検証という側面を必然的
に伴うものであることはいうまでもない。
県庁組織を住民目線の開放型の組織に改革していくためには、職員が地域の
フィールドに出て行って住民と交流を行うことから始めるべきである
(88)
。
これからの分権型社会における首長の望ましい役割は、時宜を得た理論的に
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(87) 筆者がかつて勤務していた愛媛県の場合、新人同士の「保革一騎打ち」の選挙戦を制
した知事（1971年〜1987年）及びその後継知事（1987年〜1999年）の任期当時、内部に
おいては、抑圧的な減点主義人事と形式主義、対外的には、市町村に対する権威主義的
姿勢が際立っていた。また、最高裁で違憲判決（最大判平成年月日民集51巻号
1673頁）が下された靖国神社・県護国神社に対する玉串料の公費支出など、コンプライ
アンス面でも問題が残された。圧倒的多数を占める議会の与党会派が知事に追従すると
いう当時の政治構造は二元代表制のチェック・アンド・バランスを没却するものであっ
たといえる。情報化と価値観の多様化の進んだ現在において同様に考えることはできな
いものの、首長の政治的スタンスと議会の対応次第では、これからも、どの自治体にお
いても類似する状況が出現しうる可能性は否定できないと思われる。戦後の愛媛県政と
知事選挙については、石田典生『夢のあとさき 混迷の愛媛県知事選挙の遺したもの』
（葉文館出版、1999年）参照。
(88) 滋賀県では、2006年の嘉田知事就任後、新採職員が地域を訪問し、住民とともに体験
活動などを行う「近江地元学研修」を実施している。これは、地域において「住民とと
もに悩み、ともに怒り、ともに喜ぶ感情を常に持ち続けることで、机上論ではなく、現
実的妥当性のある政策を生み出せる」ことを目指すものである。嘉田由紀子『知事は何
ができるのか─「日本病」の治療は地域から』（風媒社、2012年）270頁参照
もまっとうな政策を立案し、推進するための庁内風土づくりにリーダーシップ
を発揮し、これを推進することにあるといえる。そして、その首長を支える補
助機関としての職員が有効で効率的な政策原案をボトムアップし、首長が適切
に最終判断を行うという連携プレーが何よりも重要である
(89)
。
次に、市町村職員との関係については、都道府県職員は、市町村職員から
「現場を知らないで高圧的に口出しをしてくる」と批判されることがあるよう
に、住民との折衝や地域情報の調査なども市町村任せということが、少なくな
かった。しかし、今後、市町村への支援・補完など緊密な連携を進めるために
は、都道府県職員、とりわけ出先機関の職員の第一線業務におけるノウハウの
蓄積を進めることが不可欠となる。
また、近年進められている都道府県から市町村への権限移譲についても、事
務が増加するにもかかわらず、財源の裏付けを伴っていないことに対する不満
も少なくない。したがって、市町村に対し、財源委譲と同時に職員出向の拡大
による人材確保を図ることにより、人的、物的、財政的支援を強化することが
求められる。当然、このためには、市町村出向を前提とした定員管理システム
が不可欠となることから、単純に職員数を削減しさえすればよいという行革至
上的な発想を転換する必要がある。このためには、都道府県の出先機関（福
祉、土木、農林などの各行政分野別の組織としている自治体と地方振興局、地
方局等と称される総合出先機関としている自治体がある）に思い切って権限と
予算を委譲し、出先機関管内の市町村と県とが地域づくり施策を共同で策定
し、実施できる体制の強化を図るべきである
(90)
。
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(89) 阿部泰隆『政策法学と自治条例』（信山社、1999年）250頁は、「上司は、頑張った職
員が浮いてしまうことのないように、職員のやる気を育ててほしいと思います。首長が
しっかりすれば、役人など、すぐ変わるはずです。」と述べている。
(90) 長野県における小規模市町村に対する県の人的、財政的支援プログラムについては、
森裕之「小規模自治体と県の役割─長野県を例にして」村上博・自治体問題研究所編
『地域と自治体第33集 都道府県は時代遅れになったのか？─都道府県の役割を再確認
する』（自治体問題研究所、2010年）163頁以下
むすびに代えて
明治以降の近代化さらには戦災復興から高度経済成長に至る、欧米へのキャ
ッチアップを目標としていた時代と異なり、価値観の多様化と少子高齢化が進
むこれからの時代は、地域住民が生活者としての総合的視点に立ち、自主的に
政策決定に参画することが不可欠となる。このような中にあって、制度疲労を
起こしている中央集権的政治行政システムに代替しうる地域協働型の地方政府
の確立は急務である。他方、分権に伴う自治体の自己決定権限の拡大は責任の
拡大をも意味しており、自治体職員にとって決して平穏な職業生活を保障する
ものとはいえない。このような時代にあって都道府県は、国との結節点として
の機能だけではなく、市町村や住民と対等のパートナーシップの下、先端の民
間企業に負けない人的資源を擁する、「地方政府」とよぶにふさわしい政策主
体へと自己変革していくことが求められるのである。
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